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平成 15 年 3 月期    決算短信（連結）               平成１５年５月２２日 

上 場 会 社 名         ニプロ株式会社            上 場 取 引 所   東 大 

コ ー ド 番 号           ８０８６                                   本社所在都道府県   大阪府 
（ＵＲＬ  http://www.nipro.co.jp/   ） 
代  表  者   代表取締役社長 佐野  實 
問合せ先責任者   取締役経理部長 山部 哲彦        ＴＥＬ (06)6372-2331 
決算取締役会開催日 平成 15 年 5 月 22 日          
米国会計基準採用の有無  無                                           
 
１． 15 年 3 月期の連結業績（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績                                                   (注)金額は百万円未満切捨 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円      ％ 百万円      ％ 百万円      ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

        180,369      5.3 
        171,217     12.6  

       14,899       3.2 
       14,434      48.4  

          11,397    △15.1 
          13,424      42.7 

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円       ％ 円  銭  円 銭 ％ ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

       5,077   △13.1 
       5,842     71.8 

     84.25 
    104.39 

      － 
    92.43 

   6.4 
   8.0 

   4.6 
   5.7 

   6.3 
   7.8 

(注) ①持分法投資損益        15 年 3 月期  △657 百万円  14 年 3 月期  △348 百万円 
     ②期中平均株式数(連結)  15 年 3 月期 58,949,626 株  14 年 3 月期 55,966,603 株   
     ③会計処理の方法の変更  無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
      ⑤前期と同じ方法により算定した場合の当期の１株当たり当期純利益は 86 円 14 銭であります。 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

      252,847 
      245,403 

        83,532 
        76,099 

        33.0 
        31.0 

       1,310.72 
       1,343.70   

(注) ①期末発行済株式数(連結) 15 年 3 月期 63,645,860 株   14 年 3 月期 56,633,918 株 
     ②前期と同じ方法により算定した場合の当期の１株当たり株主資本は 1,312 円 46 銭であります。 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

       5,453 
       7,793 

     △30,107 
    △14,217 

       11,469 
        1,356 

       29,393 
       42,784 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 14 社    持分法適用非連結子会社数 0 社    持分法適用関連会社数 1 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規) 0 社  (除外) 0 社     持分法 (新規) 0 社   (除外) 0 社 
 
２．16 年 3 月期の連結業績予想（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通    期 

           96,000 
          197,000 

            6,900 
           14,000 

           3,650 
           7,500 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 116 円 10 銭 
 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

実際の業績は、今後様々な要因によって、予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記予想に関する事項は、添付資料の８～９ページをご参照下さい。 



企業集団の状況

当社グループは提出会社（以下「当社」という。）並びに子会社１７社および関連会社１社

で構成されており、医療用器具、医薬品および医療用硝子・魔法瓶用硝子等器材品の製造販売

ならびにスーパーマーケット、ドラッグストアの経営を主として行っております。

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであ

ります。

＜医療部門＞

（国内） 当社および連結子会社ニプロ医工㈱が医療用器具の製造を行い、また、在外子会

社が製造した医療用器具を当社が販売しております。

（海外） 連結子会社ニプロタイランドコーポレーション(タイ)、福州尼普洛有限公司（中

国)、尼普洛(上海)有限公司(中国)およびニプロメディカルLTDA.(ブラジル)は当社

より原材料の一部の仕入ならびに製造機械類の購入を行い、医療用器具を製造し、

当社ならびに当社子会社等を通じて販売する一方、現地での販売も行っております。

連結子会社ニプロヨーロッパN.V.(ベルギー)、ニプロメディカルコーポレーショ

ン(米国)、ニプロメディカルパナマS.A.(パナマ)、ニプロメディカルメキシコS.A.

DE C.V.(メキシコ)および非連結子会社ニプロアジアPTE LTD(シンガポール)はそれ

ぞれ周辺地域での医療用器具等の販売を行っております。

非連結子会社ニプロダイアビーティーズシステム,INC. (米国)はインシュリンポ

ンプ等の携帯用糖尿病関連商品の開発を行っております。

＜医薬品部門＞

当社および連結子会社菱山製薬㈱（平成１５年４月１日よりニプロファーマ㈱へ

社名変更）が医薬品の製造販売を行っております。

持分法適用関連会社㈱バイファは血液製剤等医薬品の研究・製造販売を行ってお

ります。

＜器材部門＞

（国内） 関西地区では当社が硝子管を販売するとともに硝子製品の製造販売を行っており

ます。

関東地区では連結子会社新和商事㈱が当社より原材料の硝子管を購入し、硝子製

品の製造販売を行っております。

（海外） 連結子会社上海日硝保温瓶胆有限公司(中国)は魔法瓶の中瓶ならびに硝子製品等

を製造し、現地で販売するとともに輸出も行っております。

＜ストア部門＞

連結子会社㈱ニッショーは京阪神地区で生鮮食品を主体としたスーパーマーケッ

トを展開しております。

また、連結子会社㈱ニッショードラッグは阪神地区で医薬品・日用雑貨等の小売

を主とするドラッグストアを展開しております。

＜その他部門＞

当社は医療用器具等製造機械の製造(一部仕入)販売を行っております。

不動産賃貸業については、当社および㈱ニッショーが営んでおります。

非連結子会社ニッショー保険サービス㈱は主にグループ各社向けの損害保険代理

業を行っております。

その他の関係会社でありますサンリ興産㈱は不動産賃貸業を行っております。

以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。
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                                  原材料の供給 

                                                                   

                                  その他 

                                                                     

                               ◎  連結子会社 

○  非連結子会社  

                                          □   持分法適用関連会社   

                                    △    その他の関係会社 

 

     

 （注）菱山製薬㈱は、平成１５年４月１日よりニプロファーマ㈱へ社名変更しております。 

                       

     －３－ 

医療部門 

≪製造販売≫ 

◎ﾆﾌﾟﾛﾀｲﾗﾝﾄﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ  

◎福州尼普洛有限公司        

◎尼普洛(上海)有限公司            

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙ LTDA.  

≪販売≫        

◎ﾆﾌﾟﾛﾖｰﾛｯﾊﾟ N.V.         

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ       

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙﾊﾟﾅﾏ S.A.       

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙﾒｷｼｺ S.A. DE C.V.   

○ﾆﾌﾟﾛｱｼﾞｱ PTE LTD 

 

 ≪開発・販売≫ 

○ﾆﾌﾟﾛﾀﾞｲｱﾋﾞｰﾃｨｰｽﾞｼｽﾃﾑ,INC.   
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社 

医療部門 

≪製造≫ 

◎ニプロ医工㈱   

医薬品部門 

≪製造販売≫ 

◎菱山製薬㈱  

 

≪開発・製造販売≫     

□㈱バイファ  

器材部門 

≪製造販売≫ 

◎新和商事㈱   
器材部門 

≪製造販売≫ 

◎上海日硝保温瓶胆有限公司           

         
ストア部門 

≪ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄの経営≫  

◎㈱ニッショー  

≪ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ・薬店の経営≫ 

◎㈱ニッショードラッグ 

そ の 他 

≪損害保険代理業務≫ 

○ニッショー保険サービス㈱ 

そ の 他 

≪不動産賃貸業≫ 

△サンリ興産㈱ 



                      －   － 4

経 営 方 針 

１．経営の基本方針 

当社は､創業以来「技術」をコンセプトとし、より良いものをより安くつくることをモットーにしてお

ります。特に、医療・医薬品分野における新製品の開発に注力し、事業活動を通して、社会に貢献する

ことを経営理念としております。 

企業にとって最も大切な「安定」と「成長」のバランス保持を考えた経営の仕組みとして、株主・従

業員・経営者の三者間の利益配分ルールである「業績スライド制」を確立し、自己責任に基づく活力あ

る事業展開を行っております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

    業績スライド制とは、株主の皆様への配当につきましては配当性向５０％を方針とし、従業員の賞与

につきましては部門別業績により決定し、経営者の利益配分につきましてはもとより業績により決定す

るというものであります。 

    内部留保資金につきましては、今後の事業拡大に備えるものとし、将来的には収益の向上を通じて株

主の皆様に還元すべきものと考えております。 

したがいまして、経営基盤の確立と長期的展望に基づいた事業展開を図り、販売部門や生産部門はも

とより研究開発部門に積極的に投入してまいります。 

 

３．投資単位の引き下げに関する考え方および方針等 

株式投資単位の引き下げにつきましては、個人投資家等の積極的な市場参入を促進し､証券市場の活性

化につながるものと考えております。当社におきましては、株価水準、株式の流動性や需給環境および

費用対効果なども慎重に検討した上で、対処してまいりたいと考えております｡ 

 

４．目標とする経営指標 

    当社は２０１０年に売上高３，０００億円、経常利益２００億円、ＲＯＥ１０％達成を目標としてお

ります。 

医療部門におきましては、主力のダイアライザーをはじめとして人工腎臓透析分野を強化し、トップ

シェアの維持拡大に努めるとともに、カテーテル分野、人工臓器分野では高度医療技術の開発に注力し、

ラインナップの充実を図りつつ、海外での営業展開を積極的に行い、医療機器総合メーカーとしてのニ

プロブランドのシェアを拡大してまいります。また、医薬品部門におきましては、キット製品の商品化

を推し進めるほか、ダブルバッグ、粉末透析および試薬等の拡販に努めるとともに、注射輸液関連事業

を本格化させ、トップシェアを確保すべく努力してまいります。さらに器材部門におきましては、世界

に誇る硝子加工技術を基にしたコストダウンに全力で取り組み、高品質・低価格製品の供給を行いつつ

グローバルな市場展開を進めてまいります。一方、ストア部門におきましては、食品およびドラッグを

中心とした魅力ある店づくりに注力し、地域密着型の店舗展開を行ってまいります。 
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５．中長期的な経営戦略 

    医療部門におきましては、人工腎臓をはじめとして人工心臓、人工皮膚、人工血液など、あらゆる臓

器・組織を対象とした研究開発を行い、世界有数の人工臓器メーカーを目指します。また、医薬品部門

におきましては、腎疾患領域や血液関連、輸液栄養分野に特化した研究開発を推し進めてまいります。

器材部門におきましては、中国市場における魔法瓶硝子の生産・販売体制を確立するとともに、医薬用

硝子製品の低コスト・高品質化を実現することにより世界市場への進出を図ってまいります。またスト

ア部門におきましては、食品スーパーマーケットの総菜や半調理食品の品揃えを強化し、ドラッグスト

アでは京阪神地区を中心とした多店舗化を進めてまいります。 

 

６．対処すべき課題 

    医療部門の国内事業におきましては、ダイアライザー､透析用血液回路､人工腎臓用補液､人工腎臓用透

析液粉末製剤､透析装置等の人工腎臓用器具関連製品に注力し､市場ニーズへの対応､新製品の開発およ

び市場展開､品質の向上､販売強化等に努め､一層のシェア拡大を図ってまいります｡注射･輸液･カテーテ

ル等のディスポーザブル関連製品では､輸液セット､シリンジ等の注射･輸液関連製品のシェア拡大とと

もに､血管カテーテル等の新製品の開発､市場展開､販売強化を推進してまいります｡また､循環器関連製

品では､新たに導入する新製品の市場展開､販売強化､品揃えを強力に推進し､シェア拡大を図ります｡さ

らに､検査関連製品では､糖尿病患者向け血糖測定用検査器具等の市場展開と販売の強化､血液検査用採

血管の新製品導入と市場展開等を積極的に推進し､さらなるシェア拡大を図ってまいります｡ 

一方の国際事業におきましては、グローバル化およびＩＴ革命が急速に進展するなか、世界市場が単

一化してきた現在、従来の地域別販売戦略では競争力の確保が困難となってきておりますので、世界市

場を単一に捉え、これに対応した価格、商品群の戦略を立て、推進してまいります。従来の汎用医療器

具につきましては支店・出張所等の海外販売拠点を活用し、当社の技術を供与したアウトソーシングも

積極的に加えて推進してまいります。循環器系の商品につきましては、ガイドワイヤーを中心に関連製

品の販売を推進し、透析関係につきましては新透析器械の上市を中心に、また消耗品につきましても市

場変化に充分対応できる体制を取り積極的に販売してまいります。さらに新規開発の精密薬液注入ポン

プにつきましては、糖尿病関係の商品群の市場を中心に販売を進めてまいります。 

   

    医薬品部門におきましては、新たに開発した「液・粉」のダブルバッグキット製剤２品目を来期に上

市予定とするとともに、十数品目のプレフィルドシリンジキット製剤の製造承認申請を終了しておりま

すが、さらにこれらキット製剤の品揃えを図るべく新製品開発に精力的に取り組んでまいります。また、

人工血液、ＤＤＳ製剤など遺伝子組み換えヒト血清アルブミンを応用した医薬品や腎疾患に関連する遺

伝子組み換え蛋白医薬品などの開発も実施し､医療現場のニーズにあった医薬品の開発を推し進め､医薬

品事業の拡大に努めてまいります｡ 

 

    器材部門におきましては、拡大する液晶の需要および性能の向上要求に対応するため、液晶バックラ

イト用硝子の拡販および材質の向上を目指し、環境に優しい有害物質を含まないカラー硝子の製造およ

び製品による家電部門、自動車部門への新たな市場を開拓してまいります。また、ラミネートゴム栓の

開発による市場拡大および従来品の拡販に努め、海外におきましては、上海日硝保温瓶胆有限公司で魔
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法瓶中瓶の製造強化を図り、世界市場へ進出してまいります。 

 

ストア部門におきましては、商品や生活情報の提供を行う「電子メール会員」や買い上げポイントを

付加した「ニッショー会員カード」で優良顧客の囲い込みを進めるとともに、食品の安全・安心への対

応として「トレーサビリティ商品の取り扱い拡大」、全国の逸品をお届けする通信販売「ダイレクトシ

ョップ」、「週間マネジメントシステム」、「電子棚札」等、新しい取り組みを行ってまいります。ま

た生鮮部門の利益率を改善させた生鮮情報システムに、今後ＬＳＰ（作業スケジュール）を連動させ、

人件費の抑制にも努めてまいります。 

 

７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方および施策の実施状況 

  （１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業の社会的責任の観点から、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題の一つと

して位置付け、管理体制の強化、経営の健全化と効率化に努めております。 

  （２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

ａ．コーポレート・ガバナンス体制の状況 

・経営上の意思決定、執行および監督に係わる経営管理体制につきましては、商法上の取締役会制

度および監査役制度を基本としており、具体的には事業部独立型の経営管理システムを構築し、

責任体制の明確化と管理体制の強化に努めております。 

・現任監査役の３名はいずれも「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第

１項に定める社外監査役であります。なお、社外取締役は現在選任されておりません。また、社

外役員の専従スタッフは現在置いておりませんが、監査室スタッフが内部監査業務を通じて、相

互に綿密な連携を行っております。 

・業務執行・監視および内部統制の仕組み 

 

 

(選任)                                   社長 

                                 

 

                                  行 

 

                   

                 (意思決定) 

 {会計監査}   {業務監査}    取締役職務 

執行の監査 

 

・弁護士、会計士、税理士、弁理士等の専門家との間では、法務、労務、会計、税務、知的財産等

に関する顧問契約を締結し業務を適正かつ迅速に処理するとともに、客観的な観点から経営に関

する適切なアドバイスを受けることのできる体制を取っております。 

株主総会 

会 計 

監査人 

 

 (監査役) 

 

監査役会 

(取締役) 

 

取締役会 事業部長 
部長･課長
その他 

 

弁
護
士
・
会
計
士
等 
の
第
三
者 

業務担当

取 締 役

賞
罰
委
員
会 

経
営
リ
ス
ク
管
理
委
員
会 
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・経営リスクの管理、および法令等・企業倫理順守に関する推進体制を確立するため、平成１５年

４月より「経営リスク管理委員会」を設置しております。これは昨今頻発する他社不祥事事件を

踏まえ、危機管理やコンプライアンス（法令順守）に関する制度構築の必要性から、重大な経営

リスクの防止と企業倫理遵守体制を構築するため設置したものであります。 

 また表彰、罰則に関する運営を目的として、社長を委員長とする「賞罰委員会」を設けておりま

す。 

ｂ．会社と社外役員との人的、資本的関係または取引関係その他の利害関係 

当社と社外監査役との間に特別な利害関係等はございません。 

    ｃ．コーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間の取り組み 

     ・経営リスクの管理、および法令等・企業倫理順守に関する推進体制を確立するため、平成１５年

４月より「経営リスク管理委員会」を設置するとともに、その推進ツールの一つとして小冊子「法

令・企業倫理遵守行動規範」を社員に配布し周知徹底に努めております。今後は同委員会を有効

に運営、活用し、経営リスクの未然防止、適正な業務の執行に努めてまいります。 

 

 

 

経営成績及び財政状態 

１．経営成績 

（１）業績全般およびセグメント別の動向 

当期のわが国経済は、輸出の持ち直し等から一時改善の兆しが見られたものの、グローバル化に伴う

設備・雇用・債務等の過剰問題が大きく影響し、設備投資・個人消費の本格的な回復が見られないまま、

総じて横這い状態の内に推移いたしました。 

このような状況下で、当社は引き続き新製品の開発に努めるとともに、各部門おける収益目標達成に

向け懸命な努力を続けてまいりました。この結果、当期の連結売上高は１，８０３億６９百万円（前期

比５．３％増）、連結営業利益は１４８億９９百万円（前期比３．２％増）、連結経常利益は１１３億

９７百万円（前期比１５．１％減）、連結当期純利益は５０億７７百万円（前期比１３．１％減）とな

りました。 

以下セグメントの動向についてご報告申し上げます。 

ａ．医療部門 

     国内事業におきましては､市場での医療費抑制策が一層強化されるなか、コスト等の競争が一段と熾

烈化するなど､販売競争がさらに激化した厳しい環境のもとに推移しました｡このような状況下で当部門

は販売効率の一層の向上を図り､販売拠点の増強に努めるほか､人工腎臓用､注射･輸液用､循環器治療用､

検査用の新製品の開発と市場展開､システム販売など積極的な事業拡大を推進し､シェア拡大と売上高の

拡大を行ってまいりました｡ 

      国際事業におきましては、ニプロブランド製品の積極的な市場展開により、販売は順調に推移いたし

ました。また糖尿病関連製品、安全採血針等の製品につきましても、需要拡大の波に乗り大幅に売上を

伸ばすことができました。しかしながら、透析器市場の急速なシングルユース化による大幅な価格低下
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の影響を受け、大手顧客において市場対応が遅れ、在庫調整等に伴う出荷の低迷を招きました。 

この結果、当部門の売上高は７６０億８百万円（前期比２．０％減）となりました。 

ｂ．医薬品部門 

   医薬品部門におきましては､薬価改定や激化する販売価格競争により市場は非常に厳しい環境で推移

いたしました｡このような状況下で､当部門は人工腎臓用透析液粉末製剤などの拡販に努めるとともに､

新たに｢液･粉｣のダブルバッグキット製剤､プレフィルドシリンジキット製剤､本邦初の濾過型人工腎臓

用補液キット製剤､低含量規格製剤２品目５剤型および輸液関連医薬品１品目の販売を開始し､売上拡

大に努めてまいりました｡また、海外導入品の血糖値測定システムも売上に大きく寄与しました。 

  この結果、当部門の売上高は２１９億７９百万円（前期比３７．８％増）となりました。 

ｃ．器材部門 

  器材部門におきましては、引き続き既存商品の拡販と新製品の開発に努めてまいりました。医薬用硝

子では、アンプルのプラスチック化、プレフィルドシリンジ化、管瓶のバッグ化・シリンジ化等、容器

形態変更の影響により厳しい状況で推移しました。一方、魔法瓶につきましては輸出が比較的堅調に推

移し、照明用硝子につきましても液晶バックライト用硝子および関連商材の販売が堅調に推移しました。 

この結果、当部門の売上高は１１０億６３百万円（前期比１．５％減）となりました。 

ｄ．ストア部門 

  ストア部門におきましては、長引く不況により依然として消費は低迷、停滞を来しているなか、さら

に競合店の新規出店や営業時間の延長等による競争はより厳しくなっております。このような市場環境

のもと、食品ストアにおきましては、買い上げ点数を上げる諸施策の効果もあり、客単価は下げ止まり、

優良顧客の囲い込みを目的としたポイントカードも今期１４店舗導入し、ほぼ全店導入した効果もあり、

客数はほぼ昨年並みを確保することができました。また、新たに５店舗で酒販免許を取得し、平成１５

年３月に蛍ケ池店および山下店の改装を行い､収益改善に寄与しました｡ 

一方、ドラッグストアにおきましては、郊外型ドラッグストア「サーバ」を阪神地区中心にチェーン

展開しており､当期は１６店舗の新規出店を行い､お客様の暖かいご支援のもと好調な売上推移となり

ました。 

この結果、当部門の売上高は６９５億５９百万円（前期比７．４％増）となりました｡ 

ｅ．その他部門 

その他部門につきましては、主に医療機器製造機械等の販売および不動産賃貸により、売上高は１７

億５８百万円（前期比３．４％増）となりました。 

 

（２）次事業年度の業績およびセグメント別の見通し 

今後のわが国経済は、不良債権処理問題や円高進行懸念等が重なり、依然として深刻なデフレ状況の

もとに推移すると予想されます。 

このような見通しのもと、当社は引き続き高品質・低価格による製商品づくりに専念し、各部門にお

ける目標を達成すべく努力してまいります。 

なお、次事業年度の連結売上高の見通しは１，９７０億円（前期比９．２％増）であり、連結経常利

益につきましては１４０億円（前期比２２．８％増）、連結当期純利益については７５億円（前期比   

４７．７％増）であります。 
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また、部門別の売上見通しは以下のとおりであります。 

医療部門７９２億３０百万円（前期比４．２％増）、医薬品部門２７０億円（前期比２２．８％増）、 

器材部門１０７億２０百万円（前期比３．１％減）、ストア部門７９３億１０百万円（前期比１４．０ 

％増）、その他部門７億４０百万円（前期比５７．９％減） 

（３）利益処分に関する事項等 

当期の配当金につきましては、引き続き配当性向５０％基準により算定し、一株当たり３２円を予定

しております。なお、すでに中間配当といたしまして一株当たり２１円を実施しておりますので、期末

配当金は一株につき１１円とし、第５０期定時株主総会に提案の予定であります。 

 

２．財政状態 

（１）資産、負債、資本およびキャッシュ・フローの状況に関する分析 

当期の資産につきましては、前期末に比べて７４億４４百万円増加し２，５２８億４７百万円となり

ました。このうち流動資産は８億７５百万円増加の１，１６４億３１百万円、固定資産は６５億６９百

万円増加の１，３６４億１６百万円でありますが、流動資産増加の主な要因は、棚卸資産および未収入

金等の増加によるものであり、固定資産増加の主な要因は建物および機械装置等の増加によるものであ

ります。負債につきましては、前期末に比べて１億６９百万円減少の１，６７５億４６百万円となりま

した。このうち流動負債は１６８億７４百万円減少の８８８億８８百万円、固定負債は１６７億５百万

円増加の７８６億５７百万円でありますが、流動負債減少の主な要因は１年以内償還予定社債の減少に

よるものであり、固定負債増加の主な要因は長期借入金の増加によるものであります。資本につきまし

ては、前期末に比べて７４億３３百万円増加し８３５億３２百万円となりました。 

資本増加の主な要因は転換社債の株式転換により資本金及び資本準備金が増加したことによるもので

あります。 

キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが５４億５３百万円の収入

超過、投資活動によるキャッシュ・フローが３０１億７百万円の支出超過、財務活動によるキャッシュ・

フローが１１４億６９百万円の収入超過となりましたが、現金及び現金同等物は１３３億９１百万円減

少し２９３億９３百万円となりました。投資活動によるキャッシュ・フローが支出超過となった主な要

因は、有形固定資産の取得によるものであり、財務活動によるキャッシュ・フローが収入超過となった

主な要因は、長期借入金の増加によるものであります。 

（２）キャッシュ・フローの状況に関する見通し等 

  営業活動によって得られるキャッシュ・フローは、次事業年度は増益を見込んでおりますことから、

当期よりも増加を見込んでおります。投資活動に使用されるキャッシュ・フローのうち、設備投資額は 

１６０億円程度を見込んでおります。財務活動に使用されるキャッシュ・フローでは、長期借入金の返

済により、増加を見込んでおります。以上の結果、次期の現金及び現金同等物の期末残高は、当期に比

べ増加し、３００億円程度を予想しています。 
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３）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

  第４７期 第４８期 第４９期 第５０期 

  平成12年3月期 平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 

株主資本比率（％） 30.0 30.2 31.0 33.0 

時価ベースの株主資本比率（％） 22.3 24.4 41.7 45.6 

債務償還年数（年） 7.4 15.3 14.1 21.6 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 8.3 3.8 4.3 3.1 

    

(注）株主資本比率： 株主資本／総資産    

   時価ベースの株主資本比率： 株式時価総額／総資産   

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー   

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

    

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー 

を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っ 

ている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計 

 算書の利息の支払額を使用しております。   

 

 

 



連結貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成14年3月31日現在 平成15年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％

流 動 資 産 １１５，５５６ 47.1 １１６，４３１ 46.0 ８７５

現 金 及 び 預 金 ４３，９００ ３２，５３９ △１１，３６０

受取手形及び売掛金 ４０，０１２ ４２，７６１ ２，７４８

有 価 証 券 １４ － △ １４

た な 卸 資 産 ２７，０１４ ３１，２１３ ４，１９９

繰 延 税 金 資 産 １，２９５ ２，２４４ ９４８

そ の 他 ３，５５５ ７，８７３ ４，３１７

貸 倒 引 当 金 △ ２３７ △ ２０１ ３６

固 定 資 産 １２９，８４７ 52.9 １３６，４１６ 54.0 ６，５６９

有 形 固 定 資 産 ８１，０２８ 33.0 ９１，１４６ 36.1 １０，１１８

建 物 及 び 構 築 物 ３５，０７２ ３８，８４１ ３，７６９

機械装置及び運搬具 １５，３６４ １９，７４８ ４，３８４

土 地 ２３，０４３ ２２，４５９ △ ５８４

建 設 仮 勘 定 ４，９１６ ６，８５２ １，９３５

そ の 他 ２，６３１ ３，２４５ ６１３

無 形 固 定 資 産 １，６３１ 0.7 １，２７１ 0.5 △ ３５９

連 結 調 整 勘 定 ４３６ ２１３ △ ２２２

そ の 他 １，１９４ １，０５７ △ １３７

投資その他の資産 ４７，１８７ 19.2 ４３，９９８ 17.4 △ ３，１８８

投 資 有 価 証 券 ３０，５６８ ２７，０１８ △ ３，５４９

長 期 貸 付 金 ２，０５６ ２，６０１ ５４４

繰 延 税 金 資 産 １５２ １７５ ２３

差 入 保 証 金 １２，３９７ １２，２３４ △ １６２

そ の 他 ２，６８３ ２，６６０ △ ２３

貸 倒 引 当 金 △ ６７１ △ ６９２ △ ２０

資 産 合 計 ２４５，４０３ 100.0 ２５２，８４７ 100.0 ７，４４４

（注） （ 前 期 ） （ 当 期 ）
１．有形固定資産の減価償却累計額 77,852 百万円 83,908 百万円
２．手 形 割 引 高 1,610 〃 35 〃
３．保 証 債 務 の 残 高 3,783 〃 3,273 〃
４．担 保 に 供 し て い る 資 産 18,071 〃 18,090 〃

－１１－



連結貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成14年3月31日現在 平成15年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％

流 動 負 債 １０５，７６３ 43.1 ８８，８８８ 35.2 △１６，８７４

支払手形及び買掛金 ２８，０２７ ２７，０８５ △ ９４２
短 期 借 入 金 ３２，６０７ ３６，２５７ ３，６４９
１ 年 以 内 償 還 予 定 １３，０００ ２，０００ △１１，０００社 債

１ 年 以 内 償 還 予 定 １１，２１０ － △１１，２１０
転 換 社 債

未 払 金 ３，７８３ ３，７８３ △ ０
未 払 法 人 税 等 ３，５２３ ２，６１９ △ ９０３
賞 与 引 当 金 １，３５２ １，５８７ ２３５
売 上 値 引 引 当 金 ９３６ １，３５９ ４２２
設備関係支払手形 ７，５３９ ３，３５６ △ ４，１８３
コマーシャルペーパー － ７，０００ ７，０００
そ の 他 ３，７８１ ３，８３８ ５６

固 定 負 債 ６１，９５１ 25.2 ７８，６５７ 31.1 １６，７０５

社 債 ３２，０００ ３６，０００ ４，０００
長 期 借 入 金 ２１，２７９ ３６，８２１ １５，５４１
繰 延 税 金 負 債 ３，５７０ ５４１ △ ３，０２８
退 職 給 付 引 当 金 １，７３０ １，９７７ ２４６
そ の 他 ３，３７１ ３，３１７ △ ５４

負 債 合 計 １６７，７１５ 68.3 １６７，５４６ 66.3 △ １６９

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 １，５８８ 0.7 １，７６８ 0.7 １８０

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２３，１１２ 9.4 － － △２３，１１２
資 本 準 備 金 ２４，４３４ 10.0 － － △２４，４３４
連 結 剰 余 金 ２５，８１０ 10.5 － － △２５，８１０
その他有価証券評価差額金 ６，５０１ 2.6 － － △ ６，５０１
為替換算調整勘定 △ ３，７０６ △1.5 － － ３，７０６
自 己 株 式 △ ５４ △0.0 － － ５４

資 本 金 － － ２８，６６３ 11.3 ２８，６６３
資 本 剰 余 金 － － ２９，９７２ 11.9 ２９，９７２
利 益 剰 余 金 － － ２７，９０４ 11.0 ２７，９０４
その他有価証券評価差額金 － － ２，８５０ 1.1 ２，８５０
為替換算調整勘定 － － △ ５，４０６ △2.1 △ ５，４０６
自 己 株 式 － － △ ４５１ △0.2 △ ４５１

資 本 合 計 ７６，０９９ 31.0 ８３，５３２ 33.0 ７，４３３

負 債 、 少 数 株 主 持 分
２４５，４０３ 100.0 ２５２，８４７ 100.0 ７，４４４

及 び 資 本 合 計

（注） （ 前 期 ） （ 当 期 ）
５．自 己 株 式 の 数

普 通 株 式 36,231 株 232,645 株
６．非連結子会社及び関連会社に係るもの

投 資 有 価 証 券 ( 株 式 ) 7,040 百万円 6,383 百万円
－１２－



連結損益計算書

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
増 減 金 額

至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日
科 目

金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％
売 上 高 １７１，２１７ 100.0 １８０，３６９ 100.0 ９，１５２

売 上 原 価 １２２，０９２ 71.3 １２８，７７５ 71.4 ６，６８３

売 上 総 利 益 ４９，１２５ 28.7 ５１，５９４ 28.6 ２，４６９

販売費及び一般管理費 ３４，６９０ 20.3 ３６，６９５ 20.3 ２，００４

営 業 利 益 １４，４３４ 8.4 １４，８９９ 8.3 ４６４

営 業 外 収 益 １，２８６ 0.7 ７５５ 0.4 △ ５３１

受 取 利 息 ２４６ ２０７ △ ３９
受 取 配 当 金 ３２１ １９０ △ １３１

為 替 差 益 ４７０ － △ ４７０

そ の 他 ２４７ ３５７ １０９

営 業 外 費 用 ２，２９６ 1.3 ４，２５６ 2.4 １，９５９
支 払 利 息 １，７８６ １，６７１ △ １１４

持分法による投資損失 ３４８ ６５７ ３０９

為 替 差 損 － １，７４９ １，７４９

そ の 他 １６２ １７７ １４

経 常 利 益 １３，４２４ 7.8 １１，３９７ 6.3 △２，０２６

特 別 利 益 ７５４ 0.4 １，３３４ 0.7 ５７９

貸倒引当金戻入益 ５７ ４２ △ １５

デリバティブ取引解約益 ７２ － △ ７２

助 成 金 受 入 益 ５４９ １，１２９ ５７９
テナント退店受入益 － ８５ ８５

そ の 他 ７５ ７７ １

特 別 損 失 ２，５６２ 1.4 ３，９５１ 2.2 １，３８９

固定資産売却・除却損 １８１ ３４１ １５９
たな卸資産廃棄損 ３１９ ４８ △ ２７０

投資有価証券売却損 ２６８ － △ ２６８

投資有価証券評価損 ４１８ ６２８ ２１０

固 定 資 産 圧 縮 損 ５４９ １，１２９ ５７９
異 常 製 造 原 価 ３０４ １１１ △ １９２

ク レ ー ム 処 理 費 ３ ３０８ ３０４

退職給付引当金繰入額 ７６ ７６ －

違 約 損 害 金 － １，１７８ １，１７８
そ の 他 ４４１ １２９ △ ３１２

税 金 等 調 整 前 １１，６１６ 6.8 ８，７８０ 4.8 △２，８３６
当 期 純 利 益
法人税､住民税及び事業税 ５，２８６ 3.1 ４，９５７ 2.7 △ ３２８

法 人 税 等 調 整 額 ４４７ 0.3 △１，３４０ △0.7 △１，７８８

少 数 株 主 利 益 ４１ 0.0 ８５ 0.0 ４４
当 期 純 利 益 ５，８４２ 3.4 ５，０７７ 2.8 △ ７６４

（注） （ 前 期 ） （ 当 期 ）
一般管理費及び当期製造費用に

2,552 百万円 2,328 百万円
含まれる研究開発費

－１３－



連結剰余金計算書

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
増 減 金 額

至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日
科 目

金 額 金 額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２２，３４０ － △ ２２，３４０

連 結 剰 余 金 減 少 高 ２，３７２ － △ ２，３７２

配 当 金 ２，０７０ － △ ２，０７０

役 員 賞 与 ８８ － △ ８８

（うち監査役賞与） （ ５) － ( △ ５)

合 併 に 伴 う
２１３ － △ ２１３

剰 余 金 減 少 高

当 期 純 利 益 ５，８４２ － △ ５，８４２

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ２５，８１０ － △ ２５，８１０

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 － ２４，４３４ ２４，４３４

資 本 準 備 金 期 首 残 高 － ２４，４３４ ２４，４３４

資 本 剰 余 金 増 加 高 － ５，５３７ ５，５３７

転 換 社 債 の 転 換 － ５，５３７ ５，５３７

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 － ２９，９７２ ２９，９７２

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 － ２５，８１０ ２５，８１０

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 － ２５，８１０ ２５，８１０

利 益 剰 余 金 増 加 高 － ５，０７７ ５，０７７

当 期 純 利 益 － ５，０７７ ５，０７７

利 益 剰 余 金 減 少 高 － ２，９８３ ２，９８３

配 当 金 － ２，８１４ ２，８１４

役 員 賞 与 － １６８ １６８

(うち監査役賞与) － （ ７) ７)

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 － ２７，９０４ ２７，９０４

－１４－



連結キャッシュ・フロー計算書

(単位 百万円)

前 期 当 期

期 別 自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
増 減 金 額

至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日
科 目

金 額 金 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 １１，６１６ ８，７８０ △ ２，８３６
減 価 償 却 費 ７，２１５ ８，７６６ １，５５１
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ２２１ ２２２ ０
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 ３４８ ６５７ ３０９
貸倒引当金の増加額(減少額) ２３３ △ １５ △ ２４８
受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ ５５５ △ ３９７ １５７
支 払 利 息 １，７９２ １，６７１ △ １２０
為 替 差 損 ( 為 替 差 益 ) △ ９０７ １，０３９ １，９４７
その他の営業外損益･特別損益 １，０８５ ２，７２７ １，６４１
売 上 債 権 の 増 加 額 △ ７，５３５ △ ３，８８３ ３，６５２
た な 卸 資 産 の 増 加 額 △ ２，７０９ △ ４，５１７ △ １，８０７
仕入債務の増加額(減少額) ２，２２３ △ １，００４ △ ３，２２７
そ の 他 の 資 産 の 増 加 額 △ ５２６ △ ６７５ △ １４９
そ の 他 の 負 債 の 増 加 額 ９１７ ４３６ △ ４８０
役 員 賞 与 支 払 額 △ ８８ △ １６８ △ ８０

小 計 １３，３３１ １３，６３９ ３０８
利息及び配当金の受取額 ５２３ ３６２ △ １６１
利 息 等 の 支 払 額 △ １，７９８ △ １，７５５ ４２
そ の 他 の 支 出 △ ７１９ △ １，７０２ △ ９８２
そ の 他 の 収 入 ６６４ ７３６ ７１
法 人 税 等 の 支 払 額 △ ４，２０８ △ ５，８２６ △ １，６１８
営業活動によるキャッシュ・フロー ７，７９３ ５，４５３ △ ２，３３９

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出 △ ３，３６７ △ ３，４９３ △ １２６
定期預金の払戻しによる収入 ５，３３５ １，３７３ △ ３，９６１
有価証券の取得による支出 △ ４，８３７ △ ４，０６０ ７７７
有価証券の売却による収入 ３５７ ２０ △ ３３７
固定資産の取得による支出 △ １１，９０２ △ ２３，８８６ △１１，９８４
固定資産の売却による収入 ２６１ １４３ △ １１７
貸 付 け に よ る 支 出 △ ２３６ △ ２５７ △ ２０
貸付金の回収による収入 １４４ ５６ △ ８８
その他の投資による支出 △ １ △ ４ △ ２
その他の投資による収入 ２８ １ △ ２７
投資活動によるキャッシュ・フロー △ １４，２１７ △ ３０，１０７ △１５，８８９

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増加額(純減少額) △ ２，５９６ ３，７１８ ６，３１４
コマーシャルペーパーの増加額 － ７，０００ ７，０００
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 １２，３０５ ２３，５９８ １１，２９３
長期借入金の返済による支出 △ ５，９９０ △ ８，１８１ △ ２，１９０
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 － ５，９６６ ５，９６６
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 － △ １３，１２２ △１３，１２２
株式の発行による収入(支出) △ ２０ １０５ １２６
自 己 株 式 の 増 加 額 △ ５３ △ ３９６ △ ３４３
ファイナンス･リース債務の返済による支出 △ ２２１ △ ２６８ △ ４６
配 当 金 の 支 払 額 △ ２，０６６ △ ２，８１０ △ ７４４
そ の 他 △ ０ △ ４，１４１ △ ４，１４１
財務活動によるキャッシュ・フロー １，３５６ １１，４６９ １０，１１２

現金及び現金同等物に係る換算差額 ６９９ △ ２０６ △ ９０６
現金及び現金同等物の減少額 △ ４，３６８ △ １３，３９１ △ ９，０２２

現金及び現金同等物の期首残高 ４７，１５３ ４２，７８４ △ ４，３６８

現金及び現金同等物の期末残高 ４２，７８４ ２９，３９３ △１３，３９１

－１５－



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社は次の１４社であります。

・ニプロ医工株式会社 ・ニプロタイランドコーポレーション
・福州尼普洛有限公司 ・尼普洛（上海）有限公司
・ニプロメディカルＬＴＤＡ． ・ニプロヨーロッパＮ．Ｖ．
・ニプロメディカルコーポレーション ・ニプロメディカルパナマＳ．Ａ．
・ニプロメディカルメキシコS.A.DE C.V. ・菱山製薬株式会社
・新和商事株式会社 ・上海日硝保温瓶胆有限公司
・株式会社ニッショー ・株式会社ニッショードラッグ

（注）菱山製薬㈱は、平成１５年４月１日よりニプロファーマ㈱へ社名変更しております。

（２）非連結子会社は３社であります。

非連結子会社のニッショー保険サービス株式会社、ニプロアジアPTE LTD およびニプロダイ
アビーティーズシステム,INC. はいずれも小規模会社であり、合計の総資産額、売上高、当期
純損益及び利益剰余金等（最近５年間平均）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を与えて
おりません。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数 １社 株式会社バイファ

持分法を適用していない非連結子会社３社は、それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に
及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、在外子会社であるニプロタイランドコーポレーション（タイ）、福州尼
普洛有限公司、尼普洛（上海）有限公司、上海日硝保温瓶胆有限公司（以上３社中国）、ニプ
ロメディカルＬＴＤＡ．（ブラジル）、ニプロヨーロッパＮ．Ｖ．（ベルギー）、ニプロメデ
ィカルコーポレーション（米国）、ニプロメディカルパナマＳ．Ａ．（パナマ）およびニプロ
メディカルメキシコS.A.DE C.V.(メキシコ）の決算日は、１２月３１日であります。連結財務
諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の …… 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平
均法により算定）

時 価 の な い も の …… 総平均法による原価法

②た な 卸 資 産

医療、医薬品及び器材部門 … 主として総平均法による原価法、一部について先入先出
法による原価法

ス ト ア 部 門 … 売価還元原価法
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ………… 定率法
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備は除く）については定額法によっております。
また、在外子会社９社については各国の税法に基づいた定額

法によっております。

（３）繰延資産の処理方法

社 債 発 行 費 ……… 支出時に全額費用として処理しております。

（４）重要な引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞 与 引 当 金 …… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連結
会計年度対応額を計上しております。

③売 上 値 引 引 当 金 …… 製商品の販売において、将来発生する可能性があると見込まれ
る売上値引等に備えるため、その見込額を計上しております。

④退 職 給 付 引 当 金 …… 従業員の退職給付に充てるため、当連結会計年度末における退
職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末
において発生していると認められる額を計上しております。
なお、退職給付会計基準変更時差異（５１９百万円）について

は、５年による均等按分額を費用処理しております。
また、数理計算上の差異は、それぞれ発生の翌連結会計年度よ

り５年による均等按分額を費用処理しております。

（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、
換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。

（６）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（７）期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、前連結会計年
度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が以下の科目に含まれてお
ります。

（ 前 期 ） （ 当 期 ）

受 取 手 形 948 百万円 － 百万円
支 払 手 形 970 〃 － 〃

（８）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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②自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準

当連結会計年度から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する
会計基準」（平成１４年２月２１日 企業会計基準委員会）を適用しております。この変
更に伴う影響額はありません。
なお、連結財務諸表規則の改正に伴い、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本

の部及び連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま
す。

③１株当たり当期純利益に関する会計基準等

当連結会計年度から「企業会計基準第２号 １株当たり当期純利益に関する会計基準」
（平成１４年９月２５日 企業会計基準委員会）及び「企業会計基準適用指針第４号 １
株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（平成１４年９月２５日 企業会計基
準委員会）を適用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は５年間で均等償却しております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引
き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負
わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（ 前 期 ） （ 当 期 ）

取 得 価 額 相 当 額 9,313 百万円 9,687 百万円

減価償却累計額相当額 3,872 〃 4,772 〃

期 末 残 高 相 当 額 5,440 〃 4,915 〃

未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 1,502 百万円 1,477 百万円

１ 年 超 4,675 〃 4,022 〃

計 6,177 〃 5,500 〃

支 払 リ ー ス 料 1,624 百万円 1,748 百万円

減価償却費相当額 1,504 百万円 1,527 百万円

支 払 利 息 相 当 額 223 百万円 207 百万円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産は残存価額を１０％と仮定し定率法により計
算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法によって
おります。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によっております。
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

（１）前期（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医 薬 品 器 材 ス ト ア そ の 他 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

77,572 15,946 11,233 64,764 1,701 171,217 － 171,217
対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部
15 － 1,380 － 636 2,032 ( 2,032) －

売上高又は振替高

計 77,587 15,946 12,613 64,764 2,337 173,249 ( 2,032) 171,217

営 業 費 用 62,571 14,842 10,808 63,726 2,223 154,172 2,610 156,782

営 業 利 益 15,015 1,104 1,805 1,037 114 19,077 ( 4,642) 14,434

Ⅱ資産、減価償却費

及 び 資 本 的 支 出

資 産 81,672 41,162 12,904 40,165 2,658 178,563 66,839 245,403

減 価 償 却 費 3,151 1,801 398 1,233 63 6,649 566 7,215

資 本 的 支 出 3,825 12,098 303 385 32 16,644 520 17,165

（２）当期（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医 薬 品 器 材 ス ト ア そ の 他 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

76,008 21,979 11,063 69,559 1,758 180,369 － 180,369
対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部
534 － 2,473 0 667 3,674 ( 3,674) －

売上高又は振替高

計 76,542 21,979 13,536 69,559 2,425 184,044 ( 3,674) 180,369

営 業 費 用 62,368 19,997 11,760 68,450 2,277 164,854 615 165,470

営 業 利 益 14,174 1,981 1,776 1,109 147 19,189 ( 4,290) 14,899

Ⅱ資産、減価償却費

及 び 資 本 的 支 出

資 産 84,726 51,191 13,603 41,879 2,044 193,444 59,403 252,847

減 価 償 却 費 3,649 2,828 559 1,151 40 8,228 538 8,766

資 本 的 支 出 7,852 9,645 1,476 1,327 69 20,371 403 20,774
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（注）１．事業区分の方法および各区分に属する主要な製品および商品の名称

事業区分は、市場における使用目的の類似性を考慮して区分しております。

各事業区分に属する主要な製品および商品名は次のとおりであります。

事 業 区 分 主 要 製 品 お よ び 商 品 名

医 療 人工腎臓透析器、血液回路、注射針、注射筒、輸液セット等

医 薬 品 外皮用剤、生理食塩水溶解キット品、ビタミン剤、循環器官用剤等

器 材 硝子管、魔法瓶用硝子、小型電球用バルブ、硝子食器、家庭用品、建材、ゴム栓等

ス ト ア 精肉、鮮魚、野菜、果物、加工食品、日配食品、冷凍食品、日用雑貨、医薬品等

そ の 他 医療用器具製造機械、不動産賃貸料等

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結

会計年度４，６４２百万円、当連結会計年度４，２９０百万円であり、その主なもの

は、親会社の試験研究費用および親会社本社管理部門等に係る費用であります。

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度

６７，３０７百万円、当連結会計年度５９，６７２百万円であり、その主なものは、

親会社での余資運用資金（現金および有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）、

試験研究に係る資産および本社管理部門に係る資産等であります。

４．減価償却費および資本的支出には長期前払費用とその償却額を含んでおります。
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２．所在地別セグメント情報

（１）前期（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
160,058 4,681 4,623 1,853 171,217 － 171,217

対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部
9,185 394 119 8,415 18,115 ( 18,115) －

売上高又は振替高

計 169,244 5,075 4,743 10,269 189,332 ( 18,115) 171,217

営 業 費 用 150,912 5,404 5,726 8,273 170,316 ( 13,534) 156,782

営 業 利 益 又 は
18,332 △ 328 △ 982 1,995 19,016 ( 4,581) 14,434

営 業 損 失 ( △ )

Ⅱ資 産 157,556 5,223 3,903 17,982 184,666 60,736 245,403

（２）当期（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計 連 結

全 社

Ⅰ売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
168,847 4,544 5,360 1,617 180,369 － 180,369

対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部
8,801 419 34 8,234 17,488 ( 17,488) －

売上高又は振替高

計 177,648 4,963 5,394 9,851 197,858 ( 17,488) 180,369

営 業 費 用 159,549 4,710 5,239 8,966 178,467 ( 12,996) 165,470

営 業 利 益 18,098 253 154 884 19,391 ( 4,492) 14,899

Ⅱ資 産 172,740 4,840 3,075 18,119 198,775 54,072 252,847

(注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

ア メ リ カ ………… 米国、ブラジル

ヨーロッパ ………… ベルギー

ア ジ ア ………… 中国、タイ

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結

会計年度４，６４２百万円、当連結会計年度４，２９０百万円であり、その主なもの

は、親会社の試験研究費用および親会社本社管理部門等に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度

６７，３０７百万円、当連結会計年度５９，６７２百万円であり、その主なものは、

親会社での余資運用資金（現金および有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）、

試験研究に係る資産および本社管理部門に係る資産等であります。
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３．海外売上高

（１）前期（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） (単位 百万円)

アメリカ ヨ ー ロ ッ パ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 22,429 17,180 5,005 44,615

Ⅱ 連 結 売 上 高 171,217

Ⅲ 連結売上高に占める
13.1％ 10.1％ 2.9％ 26.1％

海外売上高の割合

（２）当期（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） (単位 百万円)

アメリカ ヨ ー ロ ッ パ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 19,031 17,364 5,427 41,822

Ⅱ 連 結 売 上 高 180,369

Ⅲ 連結売上高に占める
10.6％ 9.6％ 3.0％ 23.2％

海外売上高の割合

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。
２．各区分に属する主な国又は地域

ア メ リ カ ………… 米国、カナダ、ブラジル
ヨーロッパ ………… ベルギー、デンマーク、ドイツ
ア ジ ア ………… 中国、台湾、タイ

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高で
あります。

（関連当事者との取引）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当連結会計年度
（平成15年3月31日現在）

繰延税金資産（流動）
未実現利益の消去 ５１７百万円
未払事業税否認 ２１８ 〃
賞与引当金損金算入限度超過額 ５５３ 〃
売上値引引当金否認 ５６９ 〃

税務上の繰越欠損金 ３８７ 〃
その他 ２４２ 〃
小 計 ２，４８９ 〃

評価性引当額 △ ５４ 〃
繰延税金資産（流動）合計 ２，４３４ 〃
繰延税金負債（流動）との相殺 △ １９０ 〃
繰延税金資産（流動）の純額 ２，２４４ 〃

繰延税金負債（流動）
海外投資等損失準備金 １２９百万円
その他 ６１ 〃

繰延税金負債（流動）合計 １９０ 〃
繰延税金資産（流動）との相殺 △ １９０ 〃
繰延税金負債（流動）の純額 －

繰延税金資産（固定）
土地時価評価差額 １４９百万円
貸倒引当金損金算入限度超過額 １６１ 〃
退職給付引当金損金算入限度超過額 ６１２ 〃
税務上の繰越欠損金 １，５６３ 〃
その他 ２３１ 〃
小 計 ２，７１８ 〃

評価性引当額 △ １，５９０ 〃
繰延税金資産（固定）合計 １，１２７ 〃
繰延税金負債（固定）との相殺 △ ９５２ 〃
繰延税金資産（固定）の純額 １７５ 〃

繰延税金負債（固定）
その他有価証券評価差額金 １，３５３百万円
その他 １３９ 〃
小 計 １，４９３ 〃

繰延税金資産（固定）との相殺 △ ９５２ 〃
繰延税金負債（固定）の純額 ５４１ 〃

２．地方税法等の一部を改正する法律（平成１５年法律９号）が平成１５年３月３１日に公布さ
れたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成１６
年４月１日以降解消が見込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度
の４１．９％から４０．５％に変更されました。
この変更に伴い、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が１２百万円

増加し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が２５百万円、その他有価証券評価差額
金が３８百万円、それぞれ増加しております。

－２３－



（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの
(単位 百万円)

前 期 当 期
（平成14年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）

区 分
連 結 連 結

取得原価 貸借対照表 差 額 取得原価 貸借対照表 差 額
計 上 額 計 上 額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 11,785 21,753 9,968 4,361 8,706 4,344

小 計 11,785 21,753 9,968 4,361 8,706 4,344

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 1,161 638 △ 522 8,040 7,010 △ 1,029
そ の 他 823 514 △ 309 367 344 △ 23

小 計 1,985 1,153 △ 832 8,407 7,354 △ 1,052

合 計 13,770 22,906 9,136 12,769 16,061 3,291

２．前期中および当期中に売却したその他有価証券
(単位 百万円)

前 期 当 期
自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

売 却 益 売 却 損 売 却 益 売 却 損
売 却 額 売 却 額

の 合 計 の 合 計 の 合 計 の 合 計

３４２ ０ ２６８ ５ － －

３．時価評価されていない有価証券
(単位 百万円)

前 期 当 期
（平成14年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）
連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

満期保有目的の債券

割 引 金 融 債 １４ －

そ の 他 有 価 証 券

非上場株式(店頭売買株式を除く) ６２０ ４，５７３

子会社株式及び関連会社株式

子 会 社 株 式 １８６ １８６
関 連 会 社 株 式 ６，８５４ ６，１９７

合 計 ７，６７６ １０，９５７

－２４－



（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度および退職一
時金制度を設けております。
なお、一部の海外子会社でも確定給付型を適用しております。

２．退職給付債務に関する事項
前連結会計年度 当連結会計年度

（平成14年3月31日現在）（平成15年3月31日現在）

（１）退職給付債務 △ 7,755 百万円 △ 8,678 百万円
（２）年金資産 4,915 〃 4,883 〃
（３）未積立退職給付債務(1)+(2) △ 2,839 〃 △ 3,794 〃
（４）会計基準変更時差異の未処理額 311 〃 207 〃
（５）未認識数理計算上の差異 796 〃 1,609 〃
（６）未認識過去勤務債務（債務の減額） － 〃 － 〃
（７）連結貸借対照表計上額純額(3)+(4)+(5)+(6) △ 1,730 〃 △ 1,977 〃
（８）前払年金費用 － 〃 － 〃
（９）退職給付引当金(7)-(8) △ 1,730 〃 △ 1,977 〃

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項
前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日

（１）勤務費用 537 百万円 535 百万円
（２）利息費用 224 〃 231 〃
（３）期待運用収益 △ 173 〃 △ 180 〃
（４）会計基準変更時差異の費用処理額 103 〃 103 〃
（５）数理計算上の差異の費用処理額 165 〃 192 〃
（６）過去勤務債務の費用処理額 － 〃 － 〃
（７）退職給付費用(1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6) 857 〃 882 〃

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、｢(１)勤務費用｣に含めておりま
す。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
前連結会計年度 当連結会計年度

（平成14年3月31日現在）（平成15年3月31日現在）

（１）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準
（２）割引率 主として3.0％ 主として2.5％

（期首時点において適用し

た割引率は主として3.0％）

（３）期待運用収益率 1.5～4.0％ 1.5～4.0％
（４）数理計算上の差異の処理年数 ５年による定額法によ ５年による定額法によ

り、それぞれ発生時の り、それぞれ発生時の
翌連結会計年度から費 翌連結会計年度から費
用処理しております。 用処理しております。

（５）会計基準変更時差異の処理年数 ５年 ５年

－２５－



生産、受注及び販売の状況

１．生産実績

(単位 百万円)

前 期 当 期

事 業 の 種 類 別 自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日

至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日
セグメントの名称

生 産 高 対前期増減率(％) 生 産 高 対前期増減率(％)

医 療 ５６，７２９ ４．３ ５７，４７３ １．３

医 薬 品 １６，２８０ ２２．６ ２３，１２６ ４２．１

器 材 ３，９６７ △ １．９ ３，３９６ △ １４．４

そ の 他 ６３６ △ １４．５ １，２３９ ９４．７

合 計 ７７，６１４ ７．１ ８５，２３６ ９．８

（注）１．金額は平均販売価格によって算出しております。

２．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注実績

当社グループは、見込生産形態を採っておりますので、該当事項はありません。

３．販売実績

(単位 百万円)

前 期 当 期

事 業 の 種 類 別 自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日

至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日
セグメントの名称

販 売 高 対前期増減率(％) 販 売 高 対前期増減率(％)

医 療 ７７，５７２ １６．８ ７６，００８ △ ２．０

医 薬 品 １５，９４６ １２．９ ２１，９７９ ３７．８

器 材 １１，２３３ △ ４．７ １１，０６３ △ １．５

ス ト ア ６４，７６４ １４．０ ６９，５５９ ７．４

そ の 他 １，７０１ △ ４２．０ １，７５８ ３．４

合 計 １７１，２１７ １２．６ １８０，３６９ ５．３

（注）１．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

－２６－
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平成 15 年 3 月期   個別財務諸表の概要          平成１５年５月２２日 

上 場 会 社 名         ニプロ株式会社            上 場 取 引 所   東 大 

コ ー ド 番 号           ８０８６                                   本社所在都道府県   大阪府 
（ＵＲＬ  http://www.nipro.co.jp/   ） 
代  表  者   代表取締役社長 佐野  實 
問合せ先責任者   取締役経理部長 山部 哲彦   ＴＥＬ (０６)６３７２－２３３１ 
決算取締役会開催日 平成１５年５月２２日         中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成１５年６月２７日         単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 15 年 3 月期の業績(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                           (注)金額は百万円未満切捨  

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円      ％ 百万円      ％ 百万円     ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

100,664      △3.5  
104,282   △15.2  

       10,238       2.2 
       10,021      19.5 

        8,851   △12.1 
    10,069     20.3 

 

 
当期純利益 

1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
潜在株 式調 整 後 

１株当たり当期純利益 
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円    ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

4,105 △23.6 
      5,375    54.4 

    67.82 
    96.05 

      －   
   85.13 

    4.5 
    6.4 

   4.0 
   4.6 

   8.8 
   9.7 

(注) ①期中平均株式数 15 年 3 月期 58,949,626 株     14 年 3 月期 55,966,603 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
     ④前期と同じ方法により算定した場合の当期の１株当たり当期純利益は 69 円 64 銭であります。 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

 円 銭 円 銭    円 銭 百万円 ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

32.00 
47.00 

21.00 
19.50 

   11.00 
   27.50 

1,957 
2,648 

   47.2 
   49.3 

     2.1 
     3.1 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

         225,456 
         216,311 

         94,844 
         86,658 

     42.1 
     40.1 

1,488.50 
1,530.15 

(注) ①期末発行済株式数   15 年 3 月期 63,645,860 株    14 年 3 月期 56,633,918 株 
     ②期末自己株式数     15 年 3 月期   232,645 株    14 年 3 月期     36,231 株 
   ③前期と同じ方法により算定した場合の当期の１株当たり株主資本は 1,490 円 19 銭であります。 
 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年 4 月 1日～平成 16 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

     51,500 
    105,000 

      5,250 
     10,900 

     2,750 
     5,800 

   21.50 
――― 

――― 
   24.00 

――― 
   45.50 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  89 円 44 銭 
 ※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

実際の業績は、今後様々な要因によって、予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記予想に関する事項は、添付資料の８～９ページをご参照下さい。 



貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成14年3月31日現在 平成15年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％

流 動 資 産 ８７，８２７ 40.6 ８６，８９２ 38.5 △ ９３４

現 金 及 び 預 金 ２９，４６１ ２０，２４４ △ ９，２１７
受 取 手 形 １３，８９８ １４，８１６ ９１８
売 掛 金 ２６，５５３ ２７，２７５ ７２１
有 価 証 券 １４ － △ １４
商 品 ・ 製 品 １２，７４６ １４，６７８ １，９３１
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 １，５２０ １，９５１ ４３１
仕 掛 品 １，１７４ １，２８６ １１２
前 渡 金 ４３６ ４９ △ ３８７
前 払 費 用 ９７ １５３ ５５
繰 延 税 金 資 産 ６３８ ８９５ ２５７
未 収 入 金 ７３７ ４，７２２ ３，９８４
そ の 他 ６６０ ８８３ ２２３
貸 倒 引 当 金 △ １１２ △ ６４ ４８

固 定 資 産 １２８，４８４ 59.4 １３８，５６４ 61.5 １０，０７９

有 形 固 定 資 産 ３１，９４９ 14.8 ３３，４１５ 14.8 １，４６６

建 物 １１，２７１ １１，３９１ １２０
構 築 物 ３３６ ３５８ ２２
機 械 及 び 装 置 ６，２１８ ７，４５４ １，２３６
車 輌 及 び 運 搬 具 ３５ ３５ △ ０
工具器具及び備品 １，２１３ １，５６７ ３５４
土 地 １２，４４０ １２，４４０ －
建 設 仮 勘 定 ４３３ １６７ △ ２６６

無 形 固 定 資 産 ３７９ 0.2 ３０２ 0.2 △ ７６

特 許 権 ２５ １３ △ １２
商 標 権 ３ ２ △ １
ソ フ ト ウ ェ ア ２６３ ２０５ △ ５７
そ の 他 ８７ ８１ △ ５

投資その他の資産 ９６，１５５ 44.4 １０４，８４５ 46.5 ８，６９０

投 資 有 価 証 券 ２２，４７６ １９，５６５ △ ２，９１１
関 係 会 社 株 式 ５０，８５９ ５１，５５８ ６９９
関 係 会 社 出 資 金 １０，７６６ １０，７６６ －
長 期 貸 付 金 ５４３ ５０９ △ ３３
関係会社長期貸付金 ４，５４８ １５，６７３ １１，１２５
長 期 前 払 費 用 ７４１ ６７６ △ ６５
差 入 保 証 金 ５，７２０ ５，６１３ △ １０６
そ の 他 １，０１６ １，０１２ △ ４
貸 倒 引 当 金 △ ５１７ △ ５３１ △ １４

資 産 合 計 ２１６，３１１ 100.0 ２２５，４５６ 100.0 ９，１４４

－２８－



貸借対照表

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

平成14年3月31日現在 平成15年3月31日現在 増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％

流 動 負 債 ７８，３７１ 36.2 ６５，２４９ 28.9 △１３，１２２

支 払 手 形 １２，９９７ １３，７３６ ７３９
買 掛 金 １１，５４５ １０，９０６ △ ６３８
短 期 借 入 金 １５，５００ １７，４００ １，９００
１ 年 以 内 償 還 予 定 １３，０００ ２，０００ △１１，０００
社 債
１ 年 以 内 償 還 予 定 １１，２１０ － △１１，２１０転 換 社 債

１ 年 以 内 返 済 予 定 ５，７７６ ５，７２５ △ ５１
長 期 借 入 金

未 払 金 ２，４７７ ２，１４７ △ ３３０
未 払 費 用 ６８２ ６２７ △ ５５
未 払 法 人 税 等 ２，３５０ １，６６０ △ ６９０
前 受 金 ７ ６ △ ０
預 り 金 ２９ １１６ ８７
賞 与 引 当 金 ６８０ ８０３ １２３
売 上 値 引 引 当 金 ９３６ １，３５９ ４２２
設備関係支払手形 ５３３ １，６２２ １，０８８
コマーシャルペーパー － ７，０００ ７，０００
そ の 他 ６４４ １３６ △ ５０８

固 定 負 債 ５１，２８２ 23.7 ６５，３６３ 29.0 １４，０８０

社 債 ３２，０００ ３６，０００ ４，０００
長 期 借 入 金 １４，１９１ ２６，９９６ １２，８０５
繰 延 税 金 負 債 ３，１７７ ２７６ △ ２，９０１
退 職 給 付 引 当 金 １，００８ １，１６３ １５５
預 り 保 証 金 ９０４ ９２６ ２１

負 債 合 計 １２９，６５３ 59.9 １３０，６１２ 57.9 ９５８

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２３，１１２ 10.7 － － △２３，１１２
資 本 準 備 金 ２４，４３４ 11.3 － － △２４，４３４
利 益 準 備 金 １，１９６ 0.6 － － △ １，１９６
そ の 他 の 剰 余 金 ３２，７５３ 15.1 － － △３２，７５３
任 意 積 立 金 ２８，０４２ － △２８，０４２
配 当 積 立 金 １６ － △ １６
特 別 償 却 準 備 金 ２１３ － △ ２１３
固定資産圧縮積立金 ４０ － △ ４０
海外投資等損失準備金 ５３７ － △ ５３７
別 途 積 立 金 ２７，２３５ － △２７，２３５

当 期 未 処 分 利 益 ４，７１０ － △ ４，７１０
その他有価証券評価差額金 ５，２１５ 2.4 － － △ ５，２１５
自 己 株 式 △ ５４ △0.0 － － ５４

資 本 金 － － ２８，６６３ 12.7 ２８，６６３
資 本 剰 余 金 － － ２９，９７２ 13.3 ２９，９７２
資 本 準 備 金 － ２９，９７２ ２９，９７２

利 益 剰 余 金 － － ３５，０７６ 15.6 ３５，０７６
利 益 準 備 金 － １，１９６ １，１９６
任 意 積 立 金 － ３０，５９７ ３０，５９７
配 当 積 立 金 － １６ １６
特 別 償 却 準 備 金 － １６４ １６４
固定資産圧縮積立金 － ２３ ２３
海外投資等損失準備金 － ３５８ ３５８
別 途 積 立 金 － ３０，０３５ ３０，０３５

当 期 未 処 分 利 益 － ３，２８２ ３，２８２
その他有価証券評価差額金 － － １，５８３ 0.7 １，５８３
自 己 株 式 － － △ ４５１ △0.2 △ ４５１

資 本 合 計 ８６，６５８ 40.1 ９４，８４４ 42.1 ８，１８６

負 債 ・ 資 本 合 計 ２１６，３１１ 100.0 ２２５，４５６ 100.0 ９，１４４
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損益計算書

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日 対前期
増 減 金 額

至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日 増減率
科 目

金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％
売 上 高 １０４，２８２ 100.0 １００，６６４ 100.0 △ ３，６１７ △ 3.5
売 上 原 価 ７７，７３４ 74.5 ７５，１２１ 74.6 △ ２，６１３ △ 3.4

売 上 総 利 益 ２６，５４７ 25.5 ２５，５４３ 25.4 △ １，００４ △ 3.8

販売費及び一般管理費 １６，５２６ 15.9 １５，３０４ 15.2 △ １，２２２ △ 7.4

営 業 利 益 １０，０２１ 9.6 １０，２３８ 10.2 ２１７ 2.2

営 業 外 収 益 １，６０７ 1.5 １，０１１ 1.0 △ ５９６ △37.1
受 取 利 息 １３９ １８５ ４６
受 取 配 当 金 ４３７ ６７６ ２３８
為 替 差 益 ８８１ － △ ８８１
そ の 他 １５０ １４９ △ ０

営 業 外 費 用 １，５５９ 1.5 ２，３９８ 2.4 ８３９ 53.8
支 払 利 息 ３３０ ３５６ ２６
社 債 利 息 １，２０９ １，０４７ △ １６１
社 債 発 行 費 － ３４ ３４
為 替 差 損 － ８７９ ８７９
そ の 他 １９ ８０ ６０

経 常 利 益 １０，０６９ 9.6 ８，８５１ 8.8 △ １，２１７ △12.1

特 別 利 益 １３５ 0.1 １０８ 0.1 △ ２７
固 定 資 産 売 却 益 ３ １ △ ２
固 定 資 産 受 贈 益 － ６７ ６７
貸倒引当金戻入益 ４８ ３４ △ １４
デリバティブ取引解約益 ７２ － △ ７２
そ の 他 １１ ４ △ ６

特 別 損 失 １，０８２ 1.0 １，９９３ 2.0 ９１０
固定資産売却・除却損 １１５ １９６ ８１
投資有価証券売却損 ２６８ － △ ２６８
投資有価証券評価損 ３９０ ６０５ ２１５
違 約 損 害 金 － １，１７８ １，１７８
そ の 他 ３０８ １３ △ ２９５

税引前当期純利益 ９，１２２ 8.7 ６，９６６ 6.9 △ ２，１５６ △23.6

法人税、住民税及び事業税 ３，８５０ 3.7 ３，３３６ 3.3 △ ５１３
法 人 税 等 調 整 額 △ １０３ △0.1 △ ４７５ △0.5 △ ３７２

当 期 純 利 益 ５，３７５ 5.1 ４，１０５ 4.1 △ １，２７０ △23.6

前 期 繰 越 利 益 ４２６ ４３４

中 間 配 当 額 １，０９１ １，２５７

当 期 未 処 分 利 益 ４，７１０ ３，２８２ △ １，４２８
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利益処分案

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日
増 減 金 額

至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日
科 目

金 額 金 額

当 期 未 処 分 利 益 ４，７１０ ３，２８２ △ １，４２８

任 意 積 立 金 取 崩 額 ２５１ ２２４ △ ２７

特 別 償 却 準 備 金 ５５ ４２ △ １３

固定資産圧縮積立金 １７ ３ △ １３

海外投資等損失準備金 １７９ １７９ －

合 計 ４，９６２ ３，５０７ △ １，４５５

利 益 処 分 額 ４，５２８ ３，１６７ △ １，３６０

利 益 配 当 金 １，５５７ ７００ △ ８５７

（ １ 株 に つ き ） ( ２７．５０円) ( １１．００円) (△１６．５０円)

役 員 賞 与 金 １６３ １０７ △ ５５

（うち監査役賞与） （ ７) （ ５) (△ ２)

特 別 償 却 準 備 金 ７ ５９ ５２

別 途 積 立 金 ２，８００ ２，３００ △ ５００

次 期 繰 越 利 益 ４３４ ３３９ △ ９４

（注）１．特別償却準備金、固定資産圧縮積立金および海外投資等損失準備金は、租税特別措置
法の規定に基づくものであります。

２．平成１４年１２月１０日に１２億５７百万円（１株につき２１円）の中間配当を実施
いたしました。

部門別売上高および構成比率

(単位 百万円)

前 期 当 期
期 別

自 平成13年4月１日 自 平成14年4月１日 対前期
増 減 金 額

至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日 増減率
部 門

金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％
医 療 部 門 ７５，８４３ 72.7 ７３，４８５ 73.0 △ ２，３５７ △ 3.1

医 薬 品 部 門 ７，７１５ 7.4 １３，０８９ 13.0 ５，３７３ 69.6

器 材 部 門 １１，１０３ 10.7 １０，９４２ 10.9 △ １６１ △ 1.5

ス ト ア 部 門 ７，４１２ 7.1 － － △ ７，４１２ －

そ の 他 ２，２０７ 2.1 ３，１４７ 3.1 ９４０ 42.6

合 計 １０４，２８２ 100.0 １００，６６４ 100.0 △ ３，６１７ △ 3.5

( う ち 輸 出 高 ) (３３，４５６) 32.1 (３０，３００) 30.1 (△３，１５６) △ 9.4
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 …… 総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの …… 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法
により算定）

時価のないもの …… 総平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・製品・仕掛品 ……… 総平均法による原価法

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 ……… 先入先出法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 ……… 定率法
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）については定額法によっております。

無 形 固 定 資 産 ……… 定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

長 期 前 払 費 用 ……… 均等償却
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

４．繰延資産の処理方法

社 債 発 行 費 ……… 支出時に全額費用として処理しております。

５．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

賞 与 引 当 金 ……… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当
期対応額を計上しております。

売 上 値 引 引 当 金 ……… 製商品の販売において、将来発生する可能性があると見込
まれる売上値引等に備えるため、その見込額を計上しており
ます。

退 職 給 付 引 当 金 ……… 従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付
債務および年金資産の見込額に基づき、当期末において発生
していると認められる額を計上しております。
なお、退職給付会計基準変更時差異（１４７百万円）につ

いては、５年による均等按分額を費用処理しております。
また、数理計算上の差異は、それぞれ発生の翌期から５年

による均等按分額を費用処理しております。
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６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７． その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（２）自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準

当期から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」
（平成１４年２月２１日 企業会計基準委員会）を適用しております。この変更に伴う影響
額はありません。
なお、財務諸表等規則の改正に伴い、当期における貸借対照表の資本の部については、

改正後の財務諸表等規則により作成しております。

（３）１株当たり当期純利益に関する会計基準等

当期から「企業会計基準第２号 １株当たり当期純利益に関する会計基準」（平成１４
年９月２５日 企業会計基準委員会）及び「企業会計基準適用指針第４号 １株当たり当
期純利益に関する会計基準の適用指針」（平成１４年９月２５日 企業会計基準委員会）
を適用しております。

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（ 前 期 ） （ 当 期 ）

取 得 価 額 相 当 額 867 百万円 910 百万円

減価償却累計額相当額 540 〃 595 〃

期 末 残 高 相 当 額 326 〃 315 〃

未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 179 百万円 171 百万円

１ 年 超 297 〃 272 〃

計 477 〃 443 〃

支 払 リ ー ス 料 271 百万円 208 百万円

減価償却費相当額 259 百万円 191 百万円

支 払 利 息 相 当 額 17 百万円 12 百万円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産は残存価額を１０％と仮定し定率法により計
算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法によって
おります。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によっております。

－３３－



注 記 事 項

（貸借対照表関係）
（ 前 期 ） （ 当 期 ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 41,966 百万円 44,390 百万円

２．関係会社に対する金銭債権・債務

短 期 金 銭 債 権 9,171 百万円 9,003 百万円

長 期 金 銭 債 権 4,548 〃 15,673 〃

短 期 金 銭 債 務 7,555 〃 9,666 〃

３．担 保 に 供 し て い る 資 産

建 物 6,993 百万円 6,010 百万円

土 地 3,932 〃 2,714 〃

４．保 証 債 務 の 残 高 22,170 百万円 22,922 百万円

５．連 帯 債 務 の 残 高 2,291 百万円 2,083 百万円

６．手 形 割 引 高 11 百万円 35 百万円

７．自 己 株 式 の 株 数

普 通 株 式 36,231 株 232,645 株

８．期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、前期の末日は金融
機関の休日であったため、次の期末日満期手形が以下の科目に含まれております。

（ 前 期 ） （ 当 期 ）

受 取 手 形 817 百万円 － 百万円
支 払 手 形 862 〃 － 〃

（損益計算書関係）
（ 前 期 ） （ 当 期 ）

１．関 係 会 社 と の 取 引 高

売 上 高 13,179 百万円 14,072 百万円

仕 入 高 24,592 〃 28,129 〃

その他の営業取引高 88 〃 97 〃

営業取引以外の取引高 337 〃 859 〃

２．一般管理費及び当期製造費用に
2,079 百万円 1,960 百万円

含まれる研究開発費

（有価証券関係）

前期末（平成１４年３月３１日現在）及び当期末（平成１５年３月３１日現在）において子会社

株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

－３４－



（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当 期

（平成15年3月31日現在）
繰延税金資産（流動）
未払事業税否認 １５２百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 ２８０ 〃
売上値引引当金否認 ５６９ 〃

その他 ６５ 〃
繰延税金資産（流動）合計 １，０６９ 〃
繰延税金負債（流動）との相殺 △ １７３ 〃

繰延税金資産（流動）の純額 ８９５ 〃

繰延税金負債（流動）

特別償却準備金 ２９百万円
固定資産圧縮積立金 １４ 〃

海外投資等損失準備金 １２９ 〃
繰延税金負債（流動）合計 １７３ 〃
繰延税金資産（流動）との相殺 △ １７３ 〃

繰延税金負債（流動）の純額 －

繰延税金資産（固定）
土地時価評価差額 １４９百万円
関係会社株式受入差額 １９３ 〃

関係会社株式評価損 ６８ 〃
貸倒引当金損金算入限度超過額 １２６ 〃
退職給付引当金損金算入限度超過額 ２９９ 〃

その他 ５９ 〃
繰延税金資産（固定）合計 ８９６ 〃

繰延税金負債（固定）との相殺 △ ８９６ 〃
繰延税金資産（固定）の純額 －

繰延税金負債（固定）
特別償却準備金 ９４百万円

その他有価証券評価差額金 １，０７８ 〃
繰延税金負債（固定）合計 １，１７２ 〃
繰延税金資産（固定）との相殺 △ ８９６ 〃

繰延税金負債（固定）の純額 ２７６ 〃

２．地方税法等の一部を改正する法律（平成１５年法律９号）が平成１５年３月３１日に公布され

たことに伴い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成１６年４月１日以降
解消が見込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は、前期の４１．９％から４０．５％

に変更されました。この変更に伴い、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）
が１１百万円減少し、当期に計上された法人税等調整額が２５百万円、その他有価証券評価差額
金が３７百万円それぞれ増加しております。

－３５－



役員の異動

１．代表者の異動

該当事項はありません。

２．その他の役員の異動

（１）新任監査役候補（平成１５年６月２７日付就任予定）

監査役（常 勤） 小 林 博

監査役（非常勤） 和 田 正 道

（注）小林博、和田正道の両氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に
関する法律第１８条第１項に定める社外監査役の候補者であります。

（２）退任予定監査役（平成１５年６月２７日付退任予定）

監 査 役 黒 川 武 夫

監 査 役 堀 内 嘉 二

以 上

－３６－




